
　売買目的有価証券以外の有価証券(時価を把握することが極めて困難なものを除く)のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく
下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額とするとと
もに、評価差額を当中間期の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。
　当中間期における減損処理額は、141百万円(うち、株式141百万円、社債０百万円)であります。
　また、時価が｢著しく下落した｣と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の区分毎に以下のとおり定めて
おります。                        

　なお、破綻先とは、破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生して
いる発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社であります。破綻懸念先とは、今後、経営破綻に陥る可能性が大きい
と認められる発行会社、要注意先とは、今後の管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、
及び要注意先以外の発行会社であります。                              

●満期保有目的の金銭の信託
　該当ありません。

●その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
　該当ありません。

評価差額

（△）繰延税金負債
その他有価証券評価差額金

その他有価証券
その他の金銭の信託

平成26年9月30日
（単位：百万円）

358,813
358,813

 - 
△ 125,444

233,369

平成27年9月30日
437,120
437,120

 - 
138,535
298,584

●減損処理を行った有価証券
 （平成26年9月中間期）
　該当ありません。

 （平成27年9月中間期）

●その他有価証券評価差額金
　中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

デリバティブ取引情報

●株式関連取引
　該当ありません。

●商品関連取引
　該当ありません。

●債券関連取引
　該当ありません。

●クレジット・デリバティブ取引
　該当ありません。

●金利関連取引  

●通貨関連取引

（注）1.  上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
2.  時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定して
おります。

（注）1.  上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
2.  時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

区分

店

　頭

金
融
商
品
取
引
所

金利
オプション

種　類

金利先渡
契約

金利
オプション

金利
先物

売建
買建

売建
買建
売建
買建

売建
買建
売建
買建

受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動

合　計

平成26年９月30日

契約額等 時価 評価損益

うち1年超

平成27年９月30日

契約額等 時価 評価損益

うち1年超
-
-
-
-
-
-

1,549

△ 500
-
-
-

11

△ 7
1,053

-
-
-
-
-
-

1,549

△ 500
-
-
-

△ 0
0

1,048

-
-
-
-
-
-

86,084
86,084

-
-
-

70
70

-
-
-
-
-
-

92,859
92,859

-
-
-

70
70

-
-
-
-
-
-

1,113

△ 345
-
-
-

11

△ 7
771

-
-
-
-
-
-

1,113

△ 345
-
-
-

△ 0
0

767

-
-
-
-
-
-

69,353
69,353

-
-
-

94
94

-
-
-
-
-
-

75,071
75,071

-
-
-

94
94

区分

店

　頭

金
融
商
品
取
引
所

種　類

通貨
オプション

通貨
先物

売建
買建
売建
買建
売建
買建

売建
買建
売建
買建

その他

通貨スワップ

合　計

平成26年９月30日
契約額等 時価 評価損益

うち1年超

平成27年９月30日
契約額等 時価 評価損益

うち1年超

-
-
-
-
-

�△ 1,258
1,200

183
�△ 12

-
-

113

-
-
-
-
-

△ 1,258
1,200

△ 617
617

-
-

△ 57

-
-
-
-
-

 4,619
 4,191
 7,924
 7,924

-
-

-
-
-
-
-

39,971
55,794
23,648
23,648

-
-

-
-
-
-
-

�△ 2,501
2,793

464
�△ 282

-
-

473

-
-
-
-
-

△ 2,501
2,793

△ 515
515

-
-

291

-
-
-
-
-

 4,545
 4,381
 8,421
 8,421

-
-

-
-
-
-
-

38,998
65,589
14,514
14,514

-
-

金利
スワップ

その他

為替
予約

通貨
オプション

（単位：百万円）

（単位：百万円）

1．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの中間決算日における契約額又は契約において定められた
元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ
取引に係る市場リスクを示すものではありません。

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先

要注意先

正常先

時価が取得原価に比べ下落

時価が取得原価に比べ30％以上下落

時価が取得原価に比べ50％以上下落又は、時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落した
もので市場価格が一定水準以下で推移している場合等

●金銭の信託関係
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（注）1.  ヘッジ対象とヘッジ手段を紐付けする方法のほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第24号）に基づき、繰延ヘッジ(キャッシュ・フローを固定するヘッジ）によっております。

2.  時価の算定
取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定して
おります。

（注）1.  主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に基づき、繰延ヘッ
ジによっております。

2.  時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

●株式関連取引
　該当ありません。

●債券関連取引
　該当ありません。

●金利関連取引  

ヘッジ会計の
方法

金利スワップの
特例処理

原則的処理
方法

種　類 主なヘッジ
対象

受取固定・支払変動
受取変動・支払固定

受取固定・支払変動
受取変動・支払固定　

貸出金、
その他有価証券（債券）、
預金等の有利息の
金融資産・負債

合　計

平成26年９月30日

契約額等 時価

うち1年超
-

81,484

-

-

-

-

△ 3,348
-

-

-

-

-

△ 3,348

-

-

-

81,484

-

-

-

-

-

●通貨関連取引  

ヘッジ会計の
方法

為替予約等の
振当処理

原則的処理
方法

種　類 主なヘッジ
対象

通貨スワップ
為替予約
その他
通貨スワップ
為替予約

外貨建の
有価証券等

合　計

平成26年９月30日 平成27年９月30日
契約額等 時価

うち1年超

△ 2,259
-

-

-

-

32,835

-

-

-

-

△ 2,259

-

-

-

-

-

平成27年９月30日

契約額等 時価

うち1年超
-

80,212

-

-

-

-

△ 3,182
-

-

-

-

-

△ 3,182

-

-

-

79,871

-

-

-

-

-

契約額等 時価

うち1年超

△ 1,303
-

-

-

-

35,988

-

-

-

-

-

-

-

-

-

金利
スワップ

金利
スワップ

金利先物
金利オプション
その他

△ 1,303

（単位：百万円）

（単位：百万円）

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の中間決算日における契約額又は
契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自体
がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

平成25年4月1日～
平成26年3月31日

平成24年4月1日～
平成25年3月31日

-

42,103

-

42,103

-

42,103

平成27年4月1日～
平成27年9月30日

-

42,103

平成26年4月1日～
平成27年3月31日

-

42,103

平成23年4月1日～
平成24年3月31日

平成27年9月30日

1,960

平成26年9月30日

2,374外貨建資産

●外貨建資産 （単位：百万米ドル）

国際業務

（注）現金自動支払機（CD）は設置しておりません。

現金自動預入支払機（ATM）

セブン銀行との
提携による共同ATM

店舗内 店舗外 合　計

平成26年9月30日

622

-

404

21,779

1,026

21,779

●自動機器設置状況
（単位：台）

その他

平成27年9月30日

店舗内 店舗外 合　計

631

-

403

20,307

1,034

20,307

●資本金の推移
（単位：百万円）

●大株主
（平成27年９月30日現在）

株式・資本の状況

住所氏名又は名称 所有株式数 発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

日本生命保険相互会社

東京海上日動火災保険株式会社

明治安田生命保険相互会社

京セラ株式会社

計

損害保険ジャパン日本興亜株式会社

住友生命保険相互会社

京都銀行従業員持株会

グンゼ株式会社

15,169千株

13,393　　

12,501　　

10,422　　

7,980　　

7,929　　

7,512　　

6,590　　

6,247　　

5,958　　

93,704　　

4.00%

3.53　

3.29　

2.74　

2.10　

2.09　

1.98　

1.73　

1.64　

1.57　

24.71　

資本金増減額
資本金残高

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

東京都千代田区丸の内１丁目２番１号

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号

京都市伏見区竹田鳥羽殿町６番地

東京都新宿区西新宿１丁目26番１号

東京都中央区築地７丁目18番24号

京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地

京都府綾部市青野町膳所１番地

東京都中央区晴海１丁目８番11号

東京都港区浜松町２丁目11番３号
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